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１ 事業概要

(1) 目的

障害のある人への合理的な配慮の提供の促進を図るため、静岡県障害を理由とする差

別の解消の推進に関する条例第２条第５号に規定する合理的な配慮の理解を促進する事

業に補助するものです。

(2) 事業内容

ア 補助対象者

・団体及び事業者（市町除く）であって、事業を的確に遂行できる能力が認められる

もの

・「静岡県の事務事業から暴力団を排除する措置のための指針」の３に定義される暴

力団、暴力団員、暴力団員等と密接な関係を有する者及び暴力団関係企業等に該当

しないもの

イ 補助対象事業

(ア) 事業者を対象にして行う、合理的な配慮への理解を深めるための講演会又は研

修会の開催に関する取組

(イ) 県民を対象にして行う、障害特性や場面に応じた合理的な配慮の提供方法への

理解を深めるための講演会又は研修会の開催に関する取組

(ウ) 上記以外の合理的な配慮の理解の促進に関する取組であって、講演会又は研修

会の開催と同程度の効果があると知事が認めるもの

※ 上記いずれも事業者または県民に広く開催を周知する内容とすること

【補助対象事業として認めないもの】

・備品の購入が目的であるもの

・謝礼や挨拶のための粗品・お土産品等の代金

・事業者、団体等の業務で、法律で定められているなど、実施する責務・義務がある

と認められるもの

・以前から実施している事業をそのまま継続する事業（ただし、拡充を伴う場合を除

く。）

・営利を目的とする事業

・特定の宗教活動又は政治活動を内容としているもの

・公序良俗に反するものその他社会的な非難を受けるおそれのあるもの

ウ 補助対象経費及び補助率（額）

合理的な配慮

障害のある人から、社会の中にあるバリアを取り除くために何らか

の対応を必要としているとの意思が伝えられたときに、負担が重すぎ

ない範囲で対応すること。

補助対象経費 補助基準額 補助額

賃金、報償費、旅費、需用費、役

務費、委託料、使用料及び賃借料、

負担金並びに備品購入費

200千円

補助対象経費の実支出額から

寄附金その他の収入額を控除

した額以内とし、補助基準額を

限度とする。
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２ 事業スキーム

３ 実施方法

(1) 事業の公募について

必要事項については本公募要領、補助金交付要綱を御参照ください。補助金交付要綱及

び各種申請様式については県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ（障害者政策課）からダウンロードしてください。

<県ホームページアドレス>

http://www.pref.shizuoka.jp/kenkofukushi/shogaifukushi/kyoseishakai/1002995/1023613.html

(2) 計画書提出

ア 合理的配慮理解促進事業費補助金計画書（別添１）※本要領に添付

申請者は次の書類を整えて、県障害者政策課に持参、郵送又はメールにより提出して

ください。書類の書き方が分からない場合等は、県障害者政策課へお問合せください。

イ 補助金所要額調書（様式第２号）

ウ 事業計画書（様式第３号）

エ 収支予算書（様式第４号）

オ 資金状況調べ（様式第５号）

カ 団体等概要（様式第６号）

キ 団体等の事務局体制が分かる書類（別紙）

ク 団体等の概要がわかるもの（パンフレット、定款、規約、総会資料など）

※提出期限：令和７年８月29日（金）（郵送の場合は必着）

(3) 補助金審査会

補助金審査会において、下記視点により今年度事業の採択・不採択を選定します。
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１ 内容の妥当性
合理的配慮の理解の促進に寄与する内容で、県の方針及び施策に反しないものと認められるか。

２ 実施方法の妥当性
・実施方法が適切で、事業実施期間内に確実な実施が見込まれるものか。
・収支予算は適切なものになっているか。
・提出期限を遵守できる事務局体制が適切に整備されているか。
３ 事業効果
・事業内容が一定の効果（事業者及び県民等の合理的配慮の理解促進）が見込めるものであるか。
・備品購入のみが目的となっていないか。
４ 公益性
・営利を目的として行うものでないか。
・既存事業への財源充当にとどまらないか。
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(4) 採択・不採択の通知

(3)の補助金審査会の結果を、９月下旬までに申請者に連絡します。採択の連絡後に

交付申請手続きを進めることになります。

(5) 交付の申請について

申請者は次の書類を整えて、県障害者政策課に持参、郵送又はメールにより提出して

ください。申請書の書き方が分からない場合等は、県障害者政策課へお問合せください。

ア 交付申請書（様式第１号）

イ 補助金所要額調書（様式第２号）

ウ 事業計画書（様式第３号）

エ 収支予算書（様式第４号）

オ 資金状況調べ（様式第５号）

カ 団体等概要（様式第６号）

※イ～カについては、(2)計画提出時の書類・データを基に提出してください。

※県への債権者登録をされていない場合は、登録手続きが必要になりますので、

障害者政策課まで御連絡ください。

(6) 交付の決定について

申請があった事業内容が交付要件等を満たしており、補助金を交付すべきものと認めら

れる事業について、予算の範囲内において交付決定し、交付決定通知書により申請者に通

知します。

(7) 補助事業開始時の注意事項について

・補助対象者は、県から交付決定通知を受けた後に、補助事業の開始が可能となります。

交付決定前の契約は事前着手に当たり、補助金交付決定を取り消す場合があります。

・補助事業を実施する上で、第三者に発注する場合は、理由がある場合を除き、競争入

札により相手先を決定してください。

・競争入札によりがたい場合は、価格の妥当性について根拠を明確にしてください（具

体的には、３社以上の会社より見積書をとって比較するか、標準価格資料等を基に価

格の妥当性を示してください。）。

・補助対象事業の着手は交付決定後が原則ですが、早急に実施したい事業がある場合は

別途御相談ください。

(8) 補助事業の計画変更について

補助事業の実施中に、事業内容の変更の可能性が生じた場合及び補助事業の中止・廃

止等をしようとするときは、事前に県の承認を受ける必要があります。

(9) 実績の報告について

補助対象者は、補助事業が完了した場合は、次の書類を整えて事業終了後30日以内

に実績報告書を提出してください。（又は補助金の交付の決定のあった日の属する年度

の翌年度の４月10日のいずれか早い日までに提出してください。）

ア 実績報告書（様式第８号）

イ 補助金収支精算書（様式第２号）

ウ 事業実績書（様式第３号）

エ 収支決算書（様式第４号）

オ 講演会開催等の写真、配布資料等
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カ 支払関係書類（領収書等）

※必ず支払い根拠書類（領収書等）の保管をお願いします。県で確認できない場合は、

補助対象外となります。

(10) 支払関係書類における注意事項について

・支払は、事業完了（予定）年月日までに完了してください。

・金融機関振込での支払による場合、振込手数料は原則補助対象とはなりません。

(11) 補助金交付額の確定について

県は、補助対象者から実績報告書の提出を受けた後、書類検査及び必要に応じて現地

検査を行い、事業の成果が交付決定の内容に適合すると認めたときは交付すべき補助金

の額を確定し、補助対象者に通知します。

なお、要綱第５の（１）のウにより補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は、

当該承認通知を受理した日から30日以内に実績報告書を提出してください。

(12) 補助金の支払いについて

原則、補助対象者は、確定通知受領から30日以内に請求書（様式第９号）を提出し、

その後、補助金の支払いを受けることになります。

これによりがたい場合は、別途、御相談ください。

(13) 取得財産の管理等について

補助対象者は、補助事業の実施により取得した財産等について、補助事業の完了後に

おいても善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率

的運用を図る必要があります。

また、所定の様式で取得財産等管理台帳を作成し、取得前後の比較写真を添付するな

どして、その管理状況を明らかにしておくとともに、取得財産等を処分（補助金交付の

目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供することをいう）しよ

うとするときは、あらかじめ知事の承認を受ける必要があります。

この処分あるいは処分に該当する可能性のある手続きを行う必要が生じた場合は、一

切の手続き（例：財産を担保に供する場合の金銭消費貸借契約手続）を開始する前に「財

産処分承認申請書」（静岡県補助金等に係る財産処分承認基準 様式第１号）を提出し

てください。

補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳簿

及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管してください。

(14) 交付規則への違反について

静岡県補助金等交付規則に違反する行為がなされた場合は、交付決定の取り消し、補

助金の返還、加算金の納付等の措置を講ずる場合があります。

４ 書類提出及び問い合わせ先

〒420－8601

静岡市葵区追手町９番６号

静岡県 健康福祉部 障害者政策課 障害者政策班

TEL：054-221-3599

FAX：054-221-3267

E-mail:shougai-seisaku@pref.shizuoka.lg.jp
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別 添１

令和７年度合理的配慮理解促進事業費補助金計画書

令和７年 月 日

静岡県知事 鈴木 康友 様

所在地

名 称

代表者 氏 名

令和７年度において合理的配慮理解促進事業を実施したいので、関係書類を添えて事

業計画書を提出します。

１ 事業実施予定期間 交付決定日 ～ 令和 年 月 日

２ 事業実施予定額 円

責任者 職・氏名

作成者 職・氏名
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別 紙

団体等の事務局体制

※ 事務局担当者は、３名以上、確実に連絡がとれる連絡先を必ず記載願います。

団 体 等 名 称

代 表 者 名

代 表 電 話

Ｆ Ａ Ｘ

所 在 地

事 務 局

担当者①

氏名：

連

絡

先

携 帯 電 話

メールアドレス

担当者②

氏名：

連

絡

先

携 帯 電 話

メールアドレス

担当者③

氏名：

連

絡

先

携 帯 電 話

メールアドレス


